
 

第２期新見市子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて  

 

１ 概要 

「第２期新見市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）」につい

て、内閣府が定めた見直しを行うための考え方に基づき、中間年における見直しを実

施するものである。 

 

２ 見直しの考え方（内閣府事務連絡より） 

（１）「教育・保育」の量の見込みについて 

支給認定区分ごとの実績値（Ｒ３.４.１時点）が、計画値よりも１０％以上の乖離

がある場合は原則として見直しが必要と判断し、要因分析及びそれに基づく見直し

を行う。 

（２）「地域子ども・子育て支援事業」について 

「教育・保育」の見直し及び提供体制の確保の内容の変更に併せて必要に応じて見

直しを行う。 

（３）新型コロナウイルスの影響について 

 本来の実績値の把握が困難な場合は、令和５年度以降の見直しとしても差し支えな

い。 

 

３ 新見市における見直しの考え方 

（１）「教育・保育」の量の見込みについて 

令和３年度の実績値と量の見込みを比較して１０％以上の乖離がある場合は、原則

として見直しを行う。 

（２）「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込みについて 

計画策定時の量の見込みと確保方策が、本市の子育て施策の実態に即しておらず、

今後のサービスの提供に支障が生じる恐れがある場合、見直しを行う。 

（３）需要量の減少等、今後のサービスの提供に影響がないものについて 

今回の見直しは行わず、今後、第３期計画（令和６年度策定予定）の検討にあた

り、令和５年度に実施する実態調査や本市の子育て施策の方向性を踏まえて、抜本

的な見直しを行う。 
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４ 量の見込みの見直しについて 

（１）「教育・保育」の量の見込みについて 

 〇各区分（１号認定～３号認定）の乖離状況を分析したところ、すべての区分につ

いて見直しが必要（以下表参照）なため、今回はすべての区分について見直しを

実施する。また、本郷幼稚園の廃園及び哲多認定こども園の開園等があることか

ら、確保方策についても併せて見直しを行う。 

【計画と実績の乖離の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇量の見込みの算出については、以下の計算式を用いて算出する。 

「見直し後の量の見込み」＝「補正後の推計児童数」×「支給認定割合（※）」 

※「支給認定割合」:児童数に占める支給認定を受けた児童の割合 

〇補正後の推計児童数の算出については、以下のとおりとする。 

  ・０歳人口の算出 

   １５～４９歳の女性の人口と出生数の比率から、令和５年、令和６年の推計児

童数を算出する。 

※女性人口と出生数の比率については、過去５か年の実績を用いる。 

・１歳以上の人口の算出 

コーホート変化率法を用いて、令和５年、令和６年の推計児童数を算出する。 

※コーホート変化率法については、過去５か年の変化率を用いる。 

 

 

 

 

 

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

（教育）（保育） （教育）（保育） （教育）（保育）

３−５歳３−５歳 ０歳 １−２歳３−５歳３−５歳 ０歳 １−２歳３−５歳３−５歳 ０歳 １−２歳

-30 39 -10 7
(53.8%) (110.9%) (65.5%) (103.5%)

-10 0 5 5
(95.2%) (100.0%) (110.6%) (102.1%)

-10 0 0 0
(95.2%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

0 0 5 5
ー ー (171.4%) (129.4%)

145 156 18 35 165 117 33 33

※赤字は10%以上の乖離に該当

22

達成状況(②−①)

40 216

地域型保育事業 0 0 7 17 0 0 12

200 514

②確保方策（定員数） 210 514 47 233 200

特定教育・保育施設 210 514 40 216

35 397 19 205

514 52 238

①量の見込み 65 358 29 198

令和３年度 計画 実績（R3.4.1） 乖離の状況

区分

３号 ３号 ３号

（保育） （保育） （保育）

(人 )  
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コーホート変化率法とは 

各コーホート（同じ年又は同じ期間に生まれた人々の集団）について、過去にお

ける実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方

法のこと。 

推計するものが比較的近い将来の人口であり変化率の算出基礎となる近い将来に

も特殊な人口変動が予想されない場合は、比較的簡便なこの方法を用いることが

出来る。 

  （例） 

    

 

 

 

 

 

 〇人口推計について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コーホート変化率法での算出方法 

推計対象人口    基準人口             コーホート変化率 

 

         ＝       ×         ／  

(T＋ １ )年 ４

月１日時点の

(N+1)歳人口 

T年４月１

日 時 点 の

N 歳人口 

T年４月１日

時点の（N+1）

歳人口 

(T −１ )年 ４

月 １ 日 時 点

の N 歳人口 

※各年４月１日現在 (人)

H30実績 R１実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5見込 R6見込

０歳 122 155 123 112 103 107 104

１歳 160 127 160 124 107 104 107

２歳 166 160 126 158 125 107 104

３歳 176 162 162 130 156 125 108

４歳 189 175 168 159 132 157 126

５歳 189 187 173 165 159 131 156
（１・２歳） 326 287 286 282 232 211 211
（３～５歳） 554 524 503 454 447 413 390
（０～５歳） 1,002 966 912 848 782 731 705

人口推計表（コーホート変化率法）

推計対象人口    基準人口             コーホート変化率 

 

         ＝       ×         ／  

令和５年４月

１日時点の２

歳人口 

令和４年４

月１日時点

の１歳人口 

令 和 ４ 年 ４

月 １ 日 時 点

の２歳人口 

令 和 ３ 年 ４

月 １ 日 時 点

の１歳人口 
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 〇支給認定割合については、令和４年４月１日時点での支給認定児童の割合を使用

する。                    (人 ) 

   

 

 

  

 

   

（２）「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込みについて 

 〇令和２年度及び令和３年度について、計画値と実績値がどの程度乖離している

かを調べ、見直しが必要と判断した事業について、今後の量の見込みにおいて

も同程度の乖離が生じると仮定し、量の見込みの算出及び見直しを行う。 

 〇各事業について、見直しの必要を検討した結果、全ての事業において今後のサー

ビスの提供に影響がない事から、今回の見直しは行わず、第３期計画において抜

本的に見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号 ２号

（教育） （保育）

３−５歳 ３−５歳 ０歳 １−２歳

支給認定児童 31 391 15 178
児童数 103 232
支給認定割合 6.9% 87.5% 14.6% 76.7%

区分

３号

（保育）

447

事業 見直し方針 理由

（１）利用者支援事業（子育て支援センター・子育て世代包括支援センター）  計画のとおりに事業実施しているため

（２）地域子育て支援拠点事業（子育て広場）  新型コロナウイルスの影響による本来の実績値の把握困難

（３）妊婦健康診査 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

（５）養育支援訪問事業等  計画のとおりに事業実施しているため

（６）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

（７）一時預かり事業

（８） 時間外保育事業（延⾧保育：保育所、認定こども園（保育認定）） 

（９） 病児保育事業 

（１０） 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  児童数の減少

出生数の減少

新型コロナウイルスの影響による本来の実績値の把握困難

見直しを行わない
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５ 量の見込みの数値について 

（１）「教育・保育」の量の見込みの見直し後の数値について 

 〇量の見直し後の数値については、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人) (人) (人)

③計画値 ④実績 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③)

65 35 -30 63 29 -34 下方修正 64 27 -37 下方修正

特定教育・保育施設 210 200 -10 155 145 -10 155 145 -10

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 210 200 -10 155 145 -10 155 145 -10

145 165 充足〇 92 116 充足〇 91 118 充足〇

(人) (人) (人)

③計画値 ④実績 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③)

358 397 39 334 361 27 増加 339 341 2 増加

特定教育・保育施設 514 514 0 499 499 0 499 499 0

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 514 514 0 499 499 0 499 499 0

156 117 充足〇 165 138 充足〇 160 158 充足〇

(人) (人) (人)

③計画値 ④実績 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③) ③計画値 ④見直し後 差(④−③)

29 19 -10 27 16 -11 下方修正 25 15 -10 下方修正

特定教育・保育施設 40 40 0 45 45 0 45 45 0

地域型保育事業 7 12 5 7 12 5 7 12 5

合計 47 52 5 52 57 5 52 57 5

18 33 充足〇 25 41 充足〇 27 42 充足〇

②確保方策

【１号（３−５歳）】
令和３年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み

令和６年度

②−①

【２号（３−５歳）】
令和３年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み

②確保方策

②−①

【３号（０歳）】
令和３年度 令和５年度

①量の見込み

②確保方策

②−①


